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ろん、それを通じて沈滞した内需を活性化させる効果
をねらっている。一種の韓国版ニューディール政策と
いえるかもしれない。しかし、これには莫大な財政資
金を投入する必要があり、増税を含め財源をどうする
かの議論は深められていない。さらに中小企業の労働
時間の短縮を通じた雇用増や最低賃金の大幅な引き上
げなどは民間企業側からの反発も予想される。実現可
能でかつ効果のある政策をどこまでおこなえるか、新
政権の手腕が問われることになろう。
●新政権の課題（2）―政経癒着の根絶―
今回の大統領選挙の契機となった崔順実ゲート事件
は、先に指摘したような朴大統領の旧態依然とした権
威主義的な政権運営手法によるところが大きい。陰の
実力者という意味の「非線実勢」である崔順実の存在
など、時代錯誤の特異な政権の性格をまざまざと示し
ているといえる。しかし、政府が社会貢献の名目で大
財閥に対して多額の資金の提供を強要することはこれ
までもたびたびおこなわれてきた。また逆に、財閥が
その巨大な規模を背景に自らに有利なように政策に影
響力を行使することも珍しいことではなかった。崔順
実ゲートによって政経癒着という韓国の構造的な問題
があらわになった格好であり、政治と財閥、それぞれ
の改革が求められている。文在寅は再び「経済民主化」
という名のもとに財閥改革を公約で打ち出した。その
多くはこれまでも進められてきた中小企業に対する経
済力濫用の防止や、オーナー経営者に対する外部株主
による監視強化が中心であるが、公正取引委員会など
行政による財閥の取り締まりを強化しようという姿勢
が目を引く。さらに財閥改革派の学者を多数政権に登
用する方針を示している。政治改革では法に基づかな
い企業の寄付行為の禁止などを打ち出している。実際
にどこまで政経癒着に切り込めるのか、これから始ま
る具体的な政策づくりに注目していきたい。
（あべ　まこと／アジア経済研究所　東アジア研究グ
ループ）
大統領自らが主催して企業代表や政策担当者が一堂に
会して貿易投資上の懸案事項を洗い出して解決してい
こうとするものだったが、これも朴正煕時代に毎月開
催されていた輸出振興会議をそのまま踏襲したものと
いえる。しかし、朴正煕時代とは比べものにならない
くらい韓国経済は巨大化しかつ多様になっており、大
統領が企業や政策担当者の声を直接聞いて即断即決な
どできるはずもなく、会議は十分な成果をあげること
はできなかった。また朴大統領は傘下企業が政権を批
判するような映画や番組を製作したとしてCJグルー
プの副会長に対して辞任するよう圧力をかけるなど、
朴正煕時代顔負けの権威主義的手法も厭わなかった。
朴槿恵政権による時代錯誤的な経済運営には限界が
あったといえよう。
●新政権の課題（1）―雇用の創出―
大統領選挙勝利の翌日に発足となった文在寅新政権
の最優先課題となっているのは雇用の創出である。特
に深刻に捉えられているのは非正規労働者の問題であ
る。通貨危機時にリストラを実施した韓国企業は、景
気回復後に雇用を増やす際に、いつでも雇用調整が行
えるように、また労働コストを抑えるために正規労働
者を減らして非正規労働者の採用を増やした。これに
より労働者の雇用は不安定化するとともに、労働者間
の所得格差が大きく広がることになった。
正規労働者の採用減少の影響を特にこうむっている
のは若者である。1990年代半ば以降、大学改革によっ
て大卒者数が大幅に増加した。しかし、大企業の新卒
正社員の採用はそれに見合うだけは増加せず、多くの
若者は非正規職の多い中小企業で働くか、就職浪人を
する他なくなっている。2016年の全体の失業率が3.7％
なのに対し、15~29歳の若年失業率は9.8％に達してい
る。
文在寅は雇用問題の解決を最重点公約に掲げて当選
を果たした。公約では公共セクターにおいて安全・福
祉・教育分野を中心に新規採用や非正規雇用からの転
換によって、81万人分の正規雇用を創出するとしてい
る。民間セクターでも非正規雇用の要件強化によって
正規雇用への転換を促すという。また週51時間労働の
遵守、2020年までに最低賃金を１万ウォンに引き上げ
るなど労働条件の改善も公約として掲げている。
これら雇用関連の公約は、雇用や賃金の増加はもち
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